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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第10期
第２四半期
連結累計期間

第11期
第２四半期
連結累計期間

第10期

会計期間
自　平成28年４月１日
至　平成28年９月30日

自　平成29年４月１日
至　平成29年９月30日

自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日

売上高 (千円) 26,524,269 38,230,668 57,588,617

経常利益 (千円) 1,609,453 2,167,453 3,341,462

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(千円) 1,020,655 1,417,480 2,033,027

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 1,066,851 1,415,656 2,124,745

純資産額 (千円) 4,672,112 6,815,108 5,735,642

総資産額 (千円) 18,210,427 24,646,842 23,144,935

１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) 28.51 38.35 57.19

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) 27.13 34.94 51.97

自己資本比率 (％) 24.1 27.7 24.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

（千円） 1,193,899 1,509,853 3,107,047

投資活動による
キャッシュ・フロー

（千円） △52,537 △656,244 △1,052,204

財務活動による
キャッシュ・フロー

（千円） △1,229,992 △1,414,502 △147,792

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

（千円） 6,474,386 7,971,811 8,470,066
 

　

回次
第10期
第２四半期
連結会計期間

第11期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自　平成28年７月１日
至　平成28年９月30日

自　平成29年７月１日
至　平成29年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 16.90 21.52
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

 

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び関係会社)が営む事業の内容について、重要な変更は

ありません。

また、主要な関係会社の異動は、以下のとおりであります。

　（エンジニアリング事業）

　　第１四半期連結会計期間において、全株式を取得した株式会社Lei Hau'oliを連結の範囲に含めております。

 

　　なお、第１四半期連結会計期間において、報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第４ 経理の状

況　

　１ 四半期連結財務諸表 注記事項（セグメント情報等） セグメント情報」の「３．報告セグメントの変更等に関する

　事項」をご参照ください。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

 

(1) 業績の状況

当第２四半期連結累計期間（平成29年４月１日～平成29年９月30日）におけるわが国経済は、企業業績や雇用環

境の改善などにより全体的には緩やかな回復基調で推移したものの、新興国など海外経済の不確実性に加え、アジ

アにおける地政学的リスクの高まりなどにより、先行きは不透明な状況が続いております。

　当社グループを取り巻く環境といたしましては、有効求人倍率の上昇による採用難とともに、改正労働契約法で

求められる有期契約社員の無期転換の開始が平成30年に迫っていることなどの影響により、電子部品・半導体分野

と比べ、派遣活用に慎重だった自動車関連分野においても、非正規労働力における派遣活用に向けた動きが本格化

してまいりました。また、大規模人数需要が拡大するとともに、労働者の権利保護などのコンプライアンス意識の

高まりを受けて、派遣事業者の選別が進んでおります。

　このような状況の下、当社グループでは全国規模での採用基盤を背景として、顧客企業の大規模な人材ニーズに

対し、配属時期と人数を確約する「コミット受注」により確実な配属を実現するとともに、大手企業グループに対

して総合的な人材サービスを提案することでさらなる関係強化を図ってまいりました。一方で、今後のさらなる需

要拡大に応えるための採用活動の前倒しや、エンジニアリング事業における事業基盤強化など、事業規模の拡大に

向けた先行投資を行ってまいりました。

　以上の結果、当第２四半期連結累計期間の売上高38,230百万円（前年同期26,524百万円、44.1％の増収）、営業

利益2,173百万円（前年同期1,649百万円、31.7％の増益）、経常利益2,167百万円（前年同期1,609百万円、34.7％

の増益）、親会社株主に帰属する四半期純利益1,417百万円（前年同期1,020百万円、38.9％の増益）、技術職社員

数は17,518名（前年同期12,592名、4,926名の増加）となりました。

 

　セグメントの業績は次のとおりです。

（マニュファクチャリング事業）

　マニュファクチャリング事業においては、国内メーカーにおける大規模人数需要の拡大とコンプライアンス意識

の高まりを受け、全国トップクラスの規模と高い配属実績を持つ当社グループへの受注が続いております。特に、

スマートフォンや車載機器向けの半導体・電子部品分野を中心に大人数の人材派遣需要が拡大しました。

　以上の結果、売上高28,399百万円（前年同期19,080百万円、48.8％の増収）、セグメント利益1,873百万円（前年

同期1,221百万円、53.3％の増益）、技術職社員数13,920名（前年同期9,865名、4,055名の増加）となりました。

 

（ソリューション事業）

　ソリューション事業においては、総合的な人材サービスの提案などにより大手メーカーとの関係強化を進めたこ

とで売上高が増加しました。また、電池製造分野での請負業務における生産性が向上したことにより売上総利益率

が向上しました。

　以上の結果、売上高4,909百万円（前年同期3,873百万円、26.7％の増収）、セグメント利益385百万円（前年同期

338百万円、13.9％の増益）、技術職社員数1,907名（前年同期1,492名、415名の増加）となりました。
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　　（エンジニアリング事業）

　　　エンジニアリング事業においては、産業界の慢性的なエンジニア人材不足に応えるため、新卒採用に加えて、マ

　　ニュファクチャリング事業等に所属する製造オペレーターを設計・開発エンジニアへのキャリアチェンジを推進す

　　るグループ内転職制度「One UT」により技術職社員を拡充させ、売上高は前年同期比で大幅に増収となりました。

　　しかしながら、新卒採用数の増加に伴う一時的な稼働率低下に加え、事業基盤を強化するためのエンジニア育成体

　　制の構築やのれん償却費などが増加したことによりセグメント利益は減益となりました。

　　　以上の結果、売上高4,959百万円（前年同期3,576百万円、38.7％の増収）、セグメント損失48百万円（前年同期

　　はセグメント利益82百万円）、技術職社員数1,691名（前年同期1,235名、456名の増加）となりました。

 

(2) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末より498百万円減少し、7,971百万

円となりました。当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの増減要因は、以下の

とおりであります。

 
　　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果獲得した資金は、1,509百万円（前年同四半期は1,193百万円の獲得）となりました。

これは主に、売上債権の増加額1,296百万円が計上されたものの、税金等調整前四半期純利益2,167百万円及び未

払費用の増加額1,120百万円が計上されたことによるものであります。

 
　　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は、656百万円（前年同四半期は52百万円の使用）となりました。

これは主に、連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出471百万円及び有形固定資産の取得による支出

72百万円が計上されたことによるものであります。

 

　　（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は、1,414百万円（前年同四半期は1,229百万円の使用）となりました。

これは主に、新株予約権の行使による株式の発行による収入245百万円及び長期借入れによる収入200百万円が計

上されたものの、長期借入金の返済による支出1,030百万円、自己株式の取得による支出609百万円及び社債の償還

による支出200百万円が計上されたことによるものであります。

 
(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 
(4) 研究開発活動

該当事項はありません。

 
(5) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

当第２四半期連結累計期間において、経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通しについて

重要な変更はありません。

 
(6) 経営者の問題認識と今後の方針について

当第２四半期連結累計期間において、経営者の問題認識と今後の方針について重要な変更はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 160,000,000

計 160,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成29年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成29年11月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 40,656,400 40,656,400
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
(スタンダード)

単元株式数
100株

計 40,656,400 40,656,400 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成29年７月31日
（注）１

△359,500 35,088,700 ― 500,000 ― 49,324

平成29年７月１日～
平成29年９月30日
（注）２

5,567,700 40,656,400 186,517 686,517 186,517 235,842

 

　（注）１．自己株式の消却による減少であります。

　　　　２．新株予約権の行使による増加であります。

 
(6) 【大株主の状況】

  平成29年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

若山　陽一 東京都渋谷区 11,031,178 27.13

資産管理サービス信託銀行株式会社
(信託Ｅ口)

東京都中央区晴海１－８－12 3,969,200 9.76

有限会社コペルニクス 東京都渋谷区鶯谷町13－１ 1,817,200 4.46

NOMURA PB NOMINEES　TK1　LIMITED
(常任代理人　野村證券株式会社)

1　ANGEL　LANE,　LONDON,EC4R　
3AB,UNITED　KINGDOM
(東京都中央区日本橋１－９－１)

1,524,500 3.74

日本マスタートラスト信託銀行株式会
社（信託口）

東京都港区浜松町２－11－３ 1,353,200 3.32

DEUTSCHE　BANK　AG　LONDON　GPF　
CLIENT　OMNI-FULL　TAX613
(常任代理人　ドイツ証券株式会社）

TAUNUSANLAGE　12,D-60325
FRANKFURT　AM　MAIN,FEDERAL
REPUBLIC　OF　GERMANY
(東京都千代田区永田町２－11－１)

1,226,600 3.01

エース証券株式会社 大阪府大阪市中央区本町２－６－11 742,800 1.82

JP MORGAN CHASE BANK 380634
（常任代理人　株式会社みずほ銀行決
済営業部）

25　BANK　STREET,CANARY WHAEF,
LONDON,E14　5JP,　UNITED　KINGDOM
（東京都港区港南２－15－１）

720,000 1.77

日本トラスティ・サービス信託銀行株
式会社(信託口)

東京都中央区晴海１－８－11 717,800 1.76

株式会社SBI証券 東京都港区六本木１－６－１ 682,200 1.67

計 ― 23,784,678 58.50
 

（注）１．タワー投資顧問株式会社から、平成29年10月２日付で大量報告書に係る変更報告書が提出されております

が、当社として当第２四半期会計期間末における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の

状況には含めておりません。なお、当該大量保有報告書に係る変更報告書による平成29年９月29日現在の

株式保有状況は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

(株)
株券等保有割合

(％)

タワー投資顧問株式会社
東京都港区芝大門一丁目２番18号　
野依ビル２階

2,626,100 6.47
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（注）２．みずほ信託銀行株式会社から、平成29年８月25日付で大量報告書に係る変更報告書が提出されておりま

す　

が、当社として当第２四半期会計期間末における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の

状況には含めておりません。なお、当該大量保有報告書に係る変更報告書による平成29年８月18日現在の

株式保有状況は以下のとおりであります。　

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

(株)
株券等保有割合

(％)

みずほ信託銀行株式会社 東京都中央区八重洲一丁目２番１号 3,992,700 9.83
 

　

 

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   平成29年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)  ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 40,649,100
 

406,491 ―

単元未満株式 普通株式 7,300
 

― ―

発行済株式総数 40,656,400 ― ―

総株主の議決権 ― 406,491 ―
 

（注）１．「完全議決権株式(その他)」欄の株式数には、証券保管振替機構名義の株式が200株含まれております。

　 また「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数２個が含まれております。

（注）２．「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、「株式給付信託(従業員持株会処分型)」により、資産 

  管理サービス信託銀行株式会社(信託Ｅ口)が保有する当社株式96,000株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

  平成29年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

UTグループ株式会社
東京都品川区東五反田
１－11－15

33 ― 33 0.00

計 ― 33 ― 33 0.00
 

(注)　上記のほか、連結財務諸表において、自己株式として認識している当社株式が96,000株あります。これは、

「株式給付信託(従業員持株会処分型)」により、資産管理サービス信託銀行株式会社(信託Ｅ口)(以下、信託

口)が保有する当社株式について、会計処理上、当社と信託口が一体のものであるとの認識から、信託口が所有

する当社株式を自己株式として計上していることによるものです。

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成29年７月１日から平成

29年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年９月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、仰星監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成29年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 8,470,066 7,971,811

  受取手形及び売掛金 8,846,852 10,219,086

  原材料及び貯蔵品 998 2,047

  繰延税金資産 560,893 583,674

  その他 804,514 833,525

  貸倒引当金 △109,259 △50,876

  流動資産合計 18,574,065 19,559,268

 固定資産   

  有形固定資産 206,635 307,566

  無形固定資産   

   リース資産 9,537 8,531

   ソフトウエア 245,912 252,489

   のれん 2,036,321 2,396,847

   その他 34,784 51,437

   無形固定資産合計 2,326,556 2,709,305

  投資その他の資産   

   投資有価証券 31,793 6,028

   長期貸付金 19,759 52,450

   長期前払費用 1,457,420 1,422,088

   繰延税金資産 206,924 213,351

   その他 370,935 429,165

   貸倒引当金 △55,558 △55,558

   投資その他の資産合計 2,031,275 2,067,526

  固定資産合計 4,564,467 5,084,399

 繰延資産 6,402 3,174

 資産合計 23,144,935 24,646,842
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成29年９月30日)

負債の部   

 流動負債   

  短期借入金 253,236 250,000

  1年内返済予定の長期借入金 1,847,560 1,877,498

  未払金 1,181,649 1,050,123

  未払費用 3,957,574 5,094,530

  リース債務 5,608 5,317

  未払法人税等 775,740 587,102

  未払消費税等 1,540,953 1,392,812

  賞与引当金 799,297 898,905

  役員賞与引当金 55,000 15,000

  預り金 957,255 1,601,330

  その他 522,288 421,552

  流動負債合計 11,896,165 13,194,172

 固定負債   

  社債 150,000 50,000

  長期借入金 5,209,156 4,403,453

  リース債務 6,528 3,482

  退職給付に係る負債 59,191 58,962

  その他 88,251 121,661

  固定負債合計 5,513,127 4,637,560

 負債合計 17,409,292 17,831,733

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 500,000 686,517

  資本剰余金 236,159 422,677

  利益剰余金 4,938,375 5,757,977

  自己株式 △68,906 △52,198

  株主資本合計 5,605,627 6,814,973

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 1,958 134

  その他の包括利益累計額合計 1,958 134

 新株予約権 128,057 ―

 非支配株主持分 ― ―

 純資産合計 5,735,642 6,815,108

負債純資産合計 23,144,935 24,646,842
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

売上高 26,524,269 38,230,668

売上原価 21,242,468 30,899,247

売上総利益 5,281,800 7,331,420

販売費及び一般管理費 ※１  3,632,398 ※１  5,158,408

営業利益 1,649,402 2,173,011

営業外収益   

 受取利息 786 87

 受取配当金 4 0

 保険配当金 ― 8,761

 保険解約返戻金 41,173 13

 助成金調整額 24,223 ―

 その他 12,491 28,403

 営業外収益合計 78,679 37,264

営業外費用   

 支払利息 30,152 24,964

 支払手数料 11,813 8,946

 貸倒引当金繰入額 55,558 ―

 その他 21,103 8,912

 営業外費用合計 118,628 42,823

経常利益 1,609,453 2,167,453

特別利益   

 固定資産売却益 ― 0

 特別利益合計 ― 0

特別損失   

 固定資産除却損 ― 162

 固定資産売却損 0 ―

 災害による損失 ※２  43,314 ―

 特別損失合計 43,314 162

税金等調整前四半期純利益 1,566,138 2,167,291

法人税等 499,218 749,810

四半期純利益 1,066,919 1,417,480

非支配株主に帰属する四半期純利益 46,263 ―

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,020,655 1,417,480
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

四半期純利益 1,066,919 1,417,480

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △68 △1,823

 その他の包括利益合計 △68 △1,823

四半期包括利益 1,066,851 1,415,656

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 1,020,587 1,415,656

 非支配株主に係る四半期包括利益 46,263 ―
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純利益 1,566,138 2,167,291

 減価償却費 53,125 53,047

 のれん償却額 37,536 194,995

 支払手数料 11,813 8,946

 社債発行費償却 2,898 2,767

 貸倒引当金の増減額（△は減少） 65,420 △58,382

 賞与引当金の増減額（△は減少） 197,683 81,392

 役員賞与引当金の増減額（△は減少） △83,908 △40,000

 受取利息及び受取配当金 △790 △88

 支払利息 30,152 24,964

 固定資産除却損 ― 162

 売上債権の増減額（△は増加） △1,000,234 △1,296,762

 前払費用の増減額（△は増加） △41,102 47,356

 たな卸資産の増減額（△は増加） △415 △1,049

 未払消費税等の増減額（△は減少） △15,740 △172,002

 未収入金の増減額（△は増加） △20,756 49,332

 未払金の増減額（△は減少） △56,012 △216,027

 未払費用の増減額（△は減少） 510,545 1,120,232

 預り金の増減額（△は減少） 143,375 631,149

 その他 9,077 △208,062

 小計 1,408,805 2,389,262

 利息及び配当金の受取額 964 105

 利息の支払額 △31,507 △21,288

 法人税等の支払額 △184,363 △858,226

 営業活動によるキャッシュ・フロー 1,193,899 1,509,853
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           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △8,136 △72,550

 無形固定資産の取得による支出 △122,850 △31,598

 貸付けによる支出 △53,660 △38,485

 貸付金の回収による収入 90,325 25,905

 差入保証金の増減額（△は増加） △17,778 △68,102

 投資有価証券の売却による収入 10,653 ―

 保険積立金の払戻による収入 54,027 ―

 
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

△2,868 △471,413

 その他 △2,248 ―

 投資活動によるキャッシュ・フロー △52,537 △656,244

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） ― △23,236

 長期借入れによる収入 700,000 200,000

 長期借入金の返済による支出 △1,091,931 △1,030,694

 社債の償還による支出 △210,000 △200,000

 新株予約権の発行による収入 128,057 ―

 新株予約権の行使による株式の発行による収入 ― 245,048

 自己株式の取得による支出 △749,973 △609,933

 自己株式の売却による収入 49,521 16,778

 配当金の支払額 △32 △111

 非支配株主への配当金の支払額 △35,869 ―

 その他 △19,765 △12,353

 財務活動によるキャッシュ・フロー △1,229,992 △1,414,502

現金及び現金同等物に係る換算差額 ― ―

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △88,630 △560,893

現金及び現金同等物の期首残高 6,511,540 8,470,066

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 51,476 62,639

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  6,474,386 ※  7,971,811
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

　　 　（連結の範囲の重要な変更）

　第１四半期連結会計期間より、従来非連結子会社であったＵＴハートフル株式会社及びＵＴライフサポート

株式会社は重要性が増したことにより、ならびに全株式を取得した株式会社Lei Hau'oliを連結の範囲に含めて

おります。　　

 
(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会

計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

　ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合は、法定実効

税率を使用する方法によっております。

 
(追加情報)

　　　１．従業員持株会に信託を通じて自社の株式を交付する取引について

　　　（１）取引の概要

　　　　当社は、従業員持株会に対して当社株式を安定的に供給すること及び信託財産の管理により得た収益を従業員

　　 へ分配することを通じて、従業員の福利厚生の充実を図り、従業員の株価への意識や労働意欲を向上させるな

     ど、当社の企業価値の向上を図ることを目的として、「株式給付信託（従業員持株会処分型）」（以下、「本制

     度」といいます。）を導入しております。

　     本制度は、従業員のインセンティブ・プランの一環として米国で普及している従業員向けの報酬制度ESOP

     （Employee Stock Ownership Plan）及び平成20年11月17日に経済産業省より公表されました「新たな自社株式保

     有スキームに関する報告書」等を参考にして構築した従業員向けの福利厚生制度です。

 

　　 （２）信託に残存する自社の株式

　   　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自己株

     式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度68,906千円、126千株、当第

     ２四半期連結会計期間52,128千円、96千株であります。

 

     （３）総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額

　   　前連結会計年度60,379千円、当第２四半期連結会計期間5,364千円

 

     ２．受給権を付与された従業員に信託を通じて自社の株式を交付する取引について

     （１）取引の概要

　     当社は、従業員の新しい福利厚生サービスとして自社の株式を給付し、当社の株価や業績との連動性をより高

     め、経済的な効果を株主の皆様と共有することにより、株価及び業績向上への従業員の意欲や士気を高めること

　　　を目的として、「株式給付信託（J-ESOP）」（以下、「本制度」といいます。）を導入しております。

　　　　本制度は、あらかじめ当社及び当社グループ会社が定めた株式給付規程に基づき、当社及び当社グループ会社

　　　の従業員が原則として入社時より一定期間当社グループ内において勤続、もしくは一定期間勤続後に退職した場

　　　合等に当該対象者に対し当社株式を給付する仕組みです。

 
（２）「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号　

平成27年３月26日）を適用しておりますが、従来採用していた方法により会計処理を行っております。
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     （３）信託が保有する自社の株式に関する事項

      　 ①　信託における帳簿価額

　　       　前連結会計年度1,397,487千円、当第２四半期連結会計期間1,386,092千円

      　 ②　当該自社の株式を株主資本において自己株式として計上しているか否か

　　       　信託が保有する自社の株式は株主資本において自己株式として計上しておりません。

      　 ③　期末株式数及び期中平均株式数

　　　　  　 期末株式数　前連結会計年度3,900千株、当第２四半期連結会計期間3,868千株

　         　期中平均株式数　前第２四半期連結累計期間3,900千株、当第２四半期連結累計期間3,893千株

      　 ④　③の株式数を１株当たり情報の算出上、控除する自己株式に含めているか否か

　       　　期末株式数及び期中平均株式数は、１株当たり情報の算出上、控除する自己株式に含めておりません。

 

(四半期連結貸借対照表関係)

   当社グループにおいては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行と当座貸越契約及び貸出コミットメント

契約を締結しております。この契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成29年９月30日)

当座貸越極度額及び貸出コミットメ
ントの総額

4,250,000千円 4,150,000千円

借入実行残高 450,000 650,000 

差引額 3,800,000 3,500,000 
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(四半期連結損益計算書関係)

　　※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日)

給与及び賞与 948,963千円 1,379,330千円

賞与引当金繰入額 345,415 324,184 

貸倒引当金繰入額 9,862 △38,046 

採用関連費 812,924 1,395,833 
 

 

　　※２　災害による損失

　   前第２四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年９月30日）

　　　　　平成28年熊本地震により被害を受けた損失額であり、その主な内容は以下のとおりであります。

熊本地震災害義援金 30,926千円

地震災害による原状回復費用  8,573

被災従業員の復旧支援費用  3,815

計 43,314
 

 
　　 当第２四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年９月30日）

　　　　該当事項はありません。

 
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次の通り

であります。

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日)

現金及び預金勘定 6,474,386千円 7,971,811千円

現金及び現金同等物 6,474,386 7,971,811 
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(株主資本等関係)

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年９月30日）

１．配当に関する事項

該当事項はありません。

 

２．株主資本の金額の著しい変動

当社は下記日程で、資本効率の向上及び株式需給の改善を通じて当社株式の価値向上、ならびに将来への成長

投資バランスの向上を図るとともに、効率的な資本政策の遂行を可能とするため、平成28年５月12日開催の取締

役会決議に基づく自己株式の取得及び平成28年８月10日開催の取締役会決議に基づく自己株式の消却をそれぞれ

行いました。

　(1) 自己株式の取得

　・取得期間　　 平成28年５月13日～平成28年６月23日

　・取得株式数　 普通株式1,669,900株

　・取得総額　　 749,973千円

 ・取得の方法　 東京証券取引所の自己株式立会外買付取引(ToSTNeT-3)による買付け及び東京証券取引所

JASDAQ市場における信託方式による市場買付け

 
(2) 自己株式の消却

・平成28年８月31日付　普通株式1,669,900株

　　この結果、当第２四半期連結累計期間において、利益剰余金749,973千円が減少しております。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年９月30日）

１．配当に関する事項

該当事項はありません。

 

２．株主資本の金額の著しい変動

当社は下記の日程で、資本効率の向上及び株式需要の改善を通じて当社株式の価値、ならびに将来への成長投

資バランスの向上を図るとともに、効率的な資本政策の遂行を可能とするため、平成29年５月11日開催の取締役

会決議に基づく自己株式の取得及び平成29年７月25日開催の取締役会決議に基づく自己株式の消却をそれぞれ行

いました。

(1) 自己株式の取得

　・取得期間　　　平成29年５月12日～平成29年６月８日　

　・取得株式数　　普通株式359,500株　

　　　　　・取得総額　　　609,862千円

　　　　　・取得の方法　　東京証券取引所の自己株式立会外買付取引(ToSTNeT-3)による買付け及び東京証券取引所

JASDAQ市場における信託方式による市場買付け

　　　(2) 自己株式の消却

         ・平成29年７月31日付　普通株式359,500株

    　  この結果、当第２四半期連結累計期間において、利益剰余金609,862千円が減少しております。

 

 また、当第２四半期連結累計期間において、新株予約権の権利行使により資本金が186,517千円、資本準備金

が186,517千円増加し、当第２四半期連結会計期間末において資本金が686,517千円、資本剰余金が422,677千円

となっております。　
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年９月30日）

 １．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

 

報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結損益
計算書計上額
（注）２

マニュファク
チャリング
事業

ソリュー
ション事業

エンジニア
リング事業

計

売上高       

外部顧客への
売上高

19,067,798 3,873,481 3,576,489 26,517,769 6,500 26,524,269

セグメント間の
内部売上高
又は振替高

12,600 300 ― 12,900 △12,900 ―

計 19,080,398 3,873,781 3,576,489 26,530,669 △6,400 26,524,269

セグメント利益 1,221,895 338,815 82,190 1,642,902 6,500 1,649,402

 

(注) １．セグメント利益の調整額は,非連結子会社からの経営指導料であります。

　  ２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　　

 ２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　（のれんの金額の重要な変動）

「エンジニアリング事業」セグメントにおいて、平成28年５月16日に株式会社アテックスの株式を取得し、

連結の範囲に含めたことに伴い、当第２四半期連結累計期間において、のれんが235,274千円増加しており

ます。

　
　

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年９月30日）

 １．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

 

報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結損益
計算書計上額
（注）２

マニュファク
チャリング
事業

ソリュー
ション事業

エンジニア
リング事業

計

売上高       

外部顧客への売
上高

28,361,806 4,909,242 4,959,618 38,230,668 ― 38,230,668

セグメント間の
内部売上高又は
振替高

38,040 600 ― 38,640 △38,640 ―

計 28,399,846 4,909,842 4,959,618 38,269,308 △38,640 38,230,668

セグメント利益
又は損失（△）

1,873,350 385,903 △48,442 2,210,811 △37,800 2,173,011

 

(注) １．セグメント利益又は損失（△）の調整額には,セグメント間取引消去及び各報告セグメントに配分していな

い全社費用が含まれております。

　  ２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　　

 ２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　（のれんの金額の重要な変動）

「エンジニアリング事業」セグメントにおいて、平成29年４月28日に株式会社Lei Hau'oliの株式を取得し、

連結の範囲に含めたことに伴い、当第２四半期連結累計期間において、のれんが555,521千円増加しておりま

す。
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　３．報告セグメントの変更等に関する事項　

　　　当社グループは、これまで以上に迅速かつ的確な意思決定を行うため、収益管理区分の変更を行いました。こ

　　れに伴い、第１四半期連結会計期間より、従来「製造派遣」「エンジニア派遣」としていた報告セグメントの

　　区分を、「マニュファクチャリング事業」「ソリューション事業」「エンジニアリング事業」に変更しておりま

　　す。また、報告セグメントごとの業績をより適切に反映させるため、ＵＴグループ株式会社の本社経費の配分基

　　準を見直し、報告セグメントの利益又は損失の算定方法の変更を行っております。　

　　　なお、前第２四半期連結累計期間のセグメント情報については変更後の区分方法及び配分基準に基づき作成し

　　たものを記載しております。

 

(金融商品関係)

借入金は、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、四半期連結貸借対照表計上額に前連結

会計年度の末日と比較して著しい変動が認められますが、当第２四半期連結貸借対照表計上額と時価との差額及び前

連結会計年度に係る連結貸借対照表計上額と時価との差額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 
(デリバティブ取引関係)

デリバティブ取引は、企業集団の事業の運営において重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 
(企業結合等関係)

重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の

基礎は、以下のとおりであります。

 

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
至　平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
至　平成29年９月30日)

（１）１株当たり四半期純利益金額 28円51銭 38円35銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額(千円) 1,020,655 1,417,480

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額(千円)

1,020,655 1,417,480

普通株式の期中平均株式数(株) 35,795,508 36,961,690

（２）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 27円13銭 34円94銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額(千円) ― ―

普通株式増加数（株） 1,821,938 3,605,381

（うち新株予約権（株）） （1,821,938） (3,605,381）
 

 （注）株主資本において自己株式として計上されている信託に残存する自社の株式は、１株当たり四半期純利益金

　　　　　額の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

　　　　　１株当たり四半期純利益金額の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は、前第２四半期連結累計

　　　　　期間224,308株、当第２四半期連結累計期間113,204株であります。

 

(重要な後発事象)

　　　該当事項はありません。

 
２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成29年11月10日

ＵＴグループ株式会社

取締役会　御中

　

仰星監査法人
 

　

代表社員

業務執行社員
 公認会計士   榎　　本　　尚　　子    ㊞

 

　

代表社員

業務執行社員
 公認会計士   三　　島　　　　陽   　 ㊞

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＵＴグループ株

式会社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成29年７月１日から

平成29年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年９月30日まで)に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ＵＴグループ株式会社及び連結子会社の平成29年９月30日現在の

財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示

していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
　

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は、当社が四半

期連結財務諸表に添付する形で別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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